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山陽電鉄グループ前中期経営計画の結果について 

 

 当社グループの前中期経営計画について、以下のとおりお知らせします。 

 

１．山陽電鉄グループ前中期経営計画（2019年度～2021年度）について 

 前中期経営計画の計画最終年度（2021年度）については、経営資源の有効活用と資産

効率の向上をはかるため一部の事業用不動産の売却を実施し、親会社株主に帰属する当

期純利益および有利子負債残高は数値目標を達成したものの、新型コロナウイルス感染

症による移動需要の大幅な縮小や、緊急事態宣言発出により百貨店業を中心に休業期間

が発生したことなどが影響し、営業収益、営業利益、ＥＢＩＴＤＡおよび有利子負債／  

ＥＢＩＴＤＡ倍率の各数値目標は未達となりました。 

 

【前中期経営計画最終年度（2021年度）の数値比較】 

 数値目標 実  績 

営業収益 52,000百万円 43,471百万円 

営業利益 3,300百万円 1,499百万円 

親会社株主に帰属する当期純利益 2,100百万円 5,967百万円 

ＥＢＩＴＤＡ ※１ 7,800百万円 5,541百万円 

有利子負債残高 ※２ 38,000百万円 37,936百万円 

有利子負債／ＥＢＩＴⅮＡ倍率 4.9倍 6.8倍 

（注）「収益認識に関する会計基準」適用前の数値で表示しております。 

※１ ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費 

※２ 有利子負債残高＝借入金＋社債 

 



２．次期中期経営計画について 

「新しい生活様式」の進展に伴う社会変化や人々の行動変容は、運輸業や流通業に大

きく影響しております。こうしたなかで、新型コロナウイルス感染症の収束時期を見通

すことは難しく、合理的な中期経営計画の策定は困難と判断しました。そのため、2022

年度については、2022 年３月期決算短信（2022 年 5 月 13 日公表）に記載の「2023 年

３月期の連結業績予想」に基づき事業を展開してまいります。 

 次期中期経営計画については、2023 年度を計画始期として、今後の当社グループの

あり方を踏まえたうえで策定する予定です。 

 

 

以 上 


